
本⽇は取締役専務執⾏役員CFOの宮本より「2021年3⽉期第２四半期決算概況
」および「2021年3⽉期通期業績予想」、また「トピックス」についてご説明いたします。
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皆さん、おはようございます。JVCケンウッドCFOの宮本です。
こちらは2021年3⽉期第2四半期決算のハイライトです。売上収益は1,177億円というこ
とで、前期⽐から290億円の減収となりました。第1四半期に全世界的に拡⼤した新型コ
ロナウイルス感染症の影響から全分野で⼤きく売りを落としましたが、当第2四半期連結会
計期間では、各分野とも回復基調となり、売上が戻ってきている状況です。
コア営業利益は27億円の⾚字となり、前期⽐から53億円の減益となりました。特に第1四
半期に⼤きく⾚字を計上したことから、当第2四半期累計でも⾚字となりましたが、第2四
半期だけでみると何とか⿊字まで戻ってきた状況です。
これにともない、営業利益は34億円のマイナスで前期⽐では65億円の減益。税引前利益
は36億円のマイナスで前期⽐では63億円の減益。親会社の所有者に帰属する四半期
利益は43億円のマイナスで前期⽐では55億円の減益となりました。



全社の四半期別の実績の推移です。
2021年3⽉期第2四半期の3カ⽉の実績は、売上収益で666億円、コア営業利益は
4億円でした。売上収益は第1四半期は前期⽐で約30％強の減収となり、⼤きく新型
コロナウイルス感染症の影響を受けましたが、当第2四半期にはかなり回復しており、当
第2四半期だけでいえば、売上収益は約10％弱の減収という状況です。また、それ以
外の緊急対策効果なども発現したことから、当第2四半期では4億円の⿊字を計上しま
した。
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今回の新型コロナウイルス感染症の影響について、現時点の状況をご説明させていただきます。
まずオートモーティブ分野ですが、アフターマーケット事業は回復基調が⾮常に顕著に表れており
まして、当第2四半期に⼊り、前期⽐で増収という実績が出ています。もちろん第1四半期が全
世界的に⾮常に厳しかったため、その反動による増ということも考えられますので、あまり単純に喜
ぶわけにはいかないかもしれませんが、順調に回復している状況です。⼀⽅、OEM事業について
も、国内を中⼼に順調に回復しており、オートモーティブ分野全体では想定よりも回復が⾮常に
早いという印象です。
パブリックサービス分野については、無線システム事業の政府系を中⼼としたパブリックセーフティ市
場は、堅調なビジネスを継続できていますが、鉄道や⼀般企業向けを中⼼としたビジネスインダス
トリー市場は、特に⽶国において新型コロナウイルス感染症の影響を受け、第1四半期は⾮常に
厳しい状況でした。売上収益が本格的に回復してくるのはもう少し先になるかもしれませんが、受
注などを含めて徐々に回復基調となっています。⼀⽅、国内中⼼の業務⽤システム事業は、想
定以上に国内の受注の獲得が苦戦しているという状況です。第1四半期は⾃粛期間もあって営
業活動⾃体ができず、当第2四半期に⼊り、営業活動⾃体は増えてきているものの、受注、そ
の先の出荷につながる動きが、想定していたより厳しいという状況です。
メディアサービス分野はメディア事業のBtoC市場向けは、巣ごもり需要やテレワークなどの新たな
需要が発出し、オーディオのシステム商品やヘッドホン、イヤホン関係は⾮常に順調です。⼀⽅、
BtoB市場で展開している放送局向けのプロカメラやプロジェクターなどについては、当第2四半期
に⼊ってもかなり苦戦しており、年間で⾒てもかなり苦戦をする⾒込みです。これにともない、メディ
ア事業で当第2四半期に新商品の開発中⽌による除却損として約8億円をその他費⽤として
計上しています。また、エンタテインメント事業は、ライブ活動などの⾮⾳源事業は、まだ⼈を⼊れ
た活動ができない状況が継続しており、今年度中は影響が続く⾒込みです。
その他分野はDXビジネスが主な内容ですが、海外の事業でまだ影響が出ていることがありますが
、国内につきましてはおおむね順調です。
全社ではオートモーティブ分野が想定より良かった反⾯、パブリックサービス分野の業務⽤システム
事業が想定よりも厳しかったことで、分野によって凸凹がありますが、当初想定したとおりの新型コ
ロナウイルス感染症の影響が発現しているというのが今の状況だと⾒ています。
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当上期の営業利益の増減の要因別のグラフです。
前上期の32億円の営業利益に対し、当社は当初、当第2四半期の夏ぐらいから国内
のオートモーティブ分野の⽤品の新規出荷が開始になることもあり、第1四半期は前期
⽐で厳しいものの、当第2四半期で戻して当上期では前期を超過する営業利益を⾒込
んでいました。これに対し、新型コロナウイルス感染症の影響が当上期で112億円、緊
急対策効果が53億円、先ほど話をしました除却損を含めたその他収益費⽤の悪化分
の12億円があり、結果としては34億円の⾚字ということで終わったという内容です。
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当上期の分野別の状況です。
まずオートモーティブ分野ですが、売上収益は606億円、前期⽐で23％の減収となりま
した。第1四半期は⾮常に厳しかったものの、第2四半期に⼊りアフターマーケット事業が
⾮常に堅調な動きになってきました。OEM事業につきましても想定どおり回復しており、
第2四半期でだいぶ挽回してきましたが、やはり第1四半期の影響が⼤きく約23％の減
収となりました。この結果、当上期のコア営業利益も18億円のマイナスとなり、前期⽐で
34億円の減益という結果でした。
パブリックサービス分野は売上収益が252億円ということで、約24％強の減収となりまし
た。無線システム事業はおおむね順調で第1四半期からの回復はある程度表れています
が、国内中⼼の業務⽤システム事業が想定よりも苦戦している状況です。この結果、コ
ア営業利益は19億円のマイナスとなり、22億円の減益となりました。
メディアサービス分野は売上収益223億ということで、約20％弱の減収となりました。メデ
ィア事業は、特にBtoC市場向けが巣ごもり需要などから想定より好調な販売となりまし
たが、やはりBtoB市場向けはかなり苦戦をしているという状況です。エンタテインメント事
業は第１四半期に引き続き、かなり苦戦をしています。この結果、コア営業利益は3億
円のマイナスとなり、前期⽐で7億円の減益となりました。
その他事業は、DXビジネスのテレマティクスソリューションの販売が国内で⾮常に好調に
推移したことから、売上収益は96億円、約3割強の増収。またコア営業利益は12億円
、前期⽐で9億円の増益と⼤きく伸⻑しました。
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上期累計の連結売上収益、連結コア営業利益のグラフです。先ほど説明した内容をグ
ラフに表した内容となっています。
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オートモーティブ分野の四半期別の実績推移です。
第2四半期の売上収益は343億円、コア営業利益は3億円となりました。期初計画で
は、第1四半期を底として第2四半期には回復するという予測をたてており、コロナ禍の中
、⼼配をしましたが、第2四半期に⼊り売上収益も⼤きく回復し、第2四半期の売上収
益は第1四半期⽐で約30％の増収となりました。その結果、第1四半期は⼤きな⾚字
を計上しましたが、第2四半期はわずかでありますが、コア営業利益で3億円弱の⿊字計
上ができました。
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パブリックサービス分野の四半期別の実績推移です。
第2四半期の売上収益は147億円、コア営業利益は4億円の⾚字となりました。もとも
とこの分野は第1四半期の売上収益が⾮常に少なくて、徐々に売上が増加していくとい
う季節性がありますので、第2四半期は売上収益が増えていますが、第1四半期が前期
⽐で30％程度の減収だったのに対し、第2四半期は前期⽐で20％程度の減収にまで
、減収幅が⼩さくなってきたという印象です。ただ、依然として4億円ぐらいの⾚字ということ
で、第1四半期の15億円の⾚字からは⼤きく回復基調ですが、まだ⾚字です。ただ、無
線システム事業につきましては順調に回復しきており、第2四半期には無線事業は⿊字
化したということで、この⾚字につきましては業務システム事業の⾚字となります。
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メディアサービス分野の四半期別の実績推移です。
第2四半期の売上収益は117億円、コア営業利益は4億円の⾚字となりました。第1
四半期は⾮常に厳しい中で、エンタテインメント事業で前期に発⽣した権利収⼊が⼊っ
たということもあり、メディアサービス分野全体で⿊字を確保できましたが、第２四半期に
⼊り、やはりコロナ禍において売上収益の減少が⼤きく響き、メディア事業のBtoC市場
向けの⼀部で増収となりましたが、4億円の⾚字となりました。
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その他分野の四半期別の実績推移です。
第2四半期の売上収益は58億円、コア営業利益は9億円となりました。DXビジネスの
売上収益が第2四半期に⼤きく伸⻑し、コア営業利益も9億円と⼤きな利益が計上で
きました。
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当上期の連結売上収益を地域別に表したグラフです。
前上期の売上収益1,467億円から今上期1,177億円ということで、各地域でやはり全
世界的な新型コロナウイルス感染症の影響を受けたということです。
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地域別連結売上収益推移のグラフです。
第2四半期は前期⽐では10％程度の減収ですが、第1四半期⽐では全ての地域で⼤
きく売上収益が回復してきており、第1四半期を底にして全ての地域で回復基調が表れ
てきていると⾒ています。
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コア営業利益より下の段階損益を要約した表です。
コア営業利益は26.9億円の⾚字となりました。その他の収益・費⽤は当上期で6.6億円
のマイナスとなり、前期⽐では12億円ほど悪化しました。これは第2四半期にメディア事業
において、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえて新商品の開発の中⽌などを⾏った
ことから、約8億円の除却損を計上した分が含まれています。これにともない、営業利益は
33.5億円の⾚字となり前期⽐で65億円の減益となりました。その他、税引前利益が36
億円のマイナス、親会社の所有者に帰属する四半期利益は43億円のマイナスとなり、前
期⽐で55億円の減益という状況となりました。
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財政状態、バランスシートのサマリーです。
表の下から2⾏⽬、親会社の所有者に帰属する持分が530億円ということで、前期末
から35億円の減となりました。これは親会社の所有者に帰属する四半期利益で43億
円ほどの⾚字を計上したためです。この結果、親会社所有者帰属持分⽐率、いわゆる
⾃⼰資本⽐率は21.6％となり、前期末から1％ポイント減となりました。
⼀⽅、⼿元の現預⾦につきましては、当上期末で492億円となり、有価証券と合わせた
⼿元流動性は520億円、⼿元流動性⽐率2.3カ⽉を確保しています。これはキャッシュ
アウトの抑制などの緊急対策を実施しており、ある程度は⼿元にキャッシュを保有しておく
という⽅針で進めており、その結果であるという認識です。また、コミットメントラインにつきま
しても、新規で50億円の増額ができ、250億円の枠が未使⽤ということで、⼿元の資⾦
繰りについては⼤きな問題はないという状況です。
また、ネットデットは当上期末が311億円ということで、前期末⽐で36億円ほど改善にな
っています。
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キャッシュ・フロー・サマリーです。
当上期の営業活動によるキャッシュ・フローは137億円となりました。売上が減少したとい
うこともあり前期⽐で減少してはいますが、棚卸資産などの減少を含めてコントロールでき
ていますので、前期⽐で6億円ほど減少していますが、ほぼ前期並みの営業活動による
キャッシュ・フローを稼いでいます。
⼀⽅、投資キャッシュ・フローはマイナス65億円ということで、前期⽐で27億円の⽀出の
減となりました。⾃粛期間などの影響もあって開発が遅れたことや、投資を抑制したことな
どから⼤きく改善しており、その結果、当上期のフリー・キャッシュ・フローは72億円となり、
前期⽐で21億円のプラスとなりました。



（説明省略）
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通期の業績予想です。
これまで当上期の実績について説明しましたが、第1四半期は⾮常に厳しい結果でした
が、第2四半期に⼊り⼤きく業績が改善しています。第3四半期以降についても、特にオ
ートモーティブ分野については順調な回復を⾒込んでおり、当上期に実施した緊急対策
プロジェクトも下期にかけて引き続き実施して⾏きますので、今後も着実に業績は改善し
ていくものと考えています。ただ現時点で既にニュースなどでも報道されていますが、欧州
で新型コロナウイルス感染症の影響がまた出始めているという情報もあり、やはりこれから
寒くなる季節に向けてどうなるかが⾒えないという懸念があります。以上から、今回の決算
発表の時点では通期業績予想の変更はいたしません。



（説明省略）
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緊急対策プロジェクトの進捗について説明します。
特に第1四半期は⾮常に厳しい状況で、経費などの削減を進めてきましたが、当上期の
効果については設備投資で約4割、時間外費⽤で約5割、⼀般経費で約3割ほど（コ
ロナ前の）期初計画から減らすことができました。もちろん緊急対策を実施しており、本
来はやるべきことも繰り延べして減らした部分がありますので、この効果が年間続くというこ
とではありませんが、今回の活動を事業体質の強化に結び付けていこうと考えています。
今回の経験をもとに、体質強化を含めた固定費の改善は引き続き来期以降に向けて、
下期も継続して実施していきたいと考えています。



ここから各分野のトピックスですが、今回の資料からSDGsを意識して、ページの右上に
SDGsのマークを⼊れています。それぞれの活動がSDGsにどう影響するのかということも、
⽰していますので参考にしていただければと思います。
まずオートモーティブ分野のアフターマーケット事業ですが、こちらは順調に回復してきてお
り、ページの下部にグラフがありますが、向かって左のグラフはアフターマーケット事業のドラ
イブレコーダーの国内の販売⾦額推移を表しています。第1四半期は⾮常に⼤きく落ち
込みましたが、第2四半期は⼤きく回復し、前年同期⽐でも増えており、⾮常に順調に
回復してきているという状況です。向かって右のグラフは⽶州のディスプレイオーディオの販
売台数推移ですが、本来第4四半期は販売が⼤きくなるところが、新型コロナウイルス感
染症の影響から、前期の第4四半期は販売が伸びませんでしたが、当第2四半期は⼤
きく伸⻑しています。前期の第4四半期、第1四半期連結で販売が減少した部分の反
動もありますので、⼀概にこれが続くということではありませんが、第２四半期は新型コロ
ナウイルス感染症の影響から、経済活動がかなり回復してきたと⾒ています。
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OEM事業の状況です。
やはり⾃動⾞市場⾃体、マーケット⾃体が回復しないとなかなか当社売上にもつながりま
せんが、第2四半期は第1四半期⽐ではだいぶ回復している状況です。第3四半期、第
4四半期と国内の登録台数は増加していくだろうと考えています。前期は第3四半期に
消費税の増税の影響、第4四半期には新型コロナウイルス感染症の影響がありますので
前期の実績が少ないということもありますが、前期⽐でも順調に回復してくると⾒ています
。また今回の新型コロナウイルス感染症の影響から、シェアリングのように共同で1台の⾞
を使うというよりも個⼈で⾞を持つという動きが⾮常に増加しています。その⼀例ということ
で軽⾃動⾞向けの当社の販売⾦額の推移グラフをページ下部の向かって右側に⼊れて
いますが、軽⾃動⾞向けの販売もかなり好調です。アメリカでも中古⾞市場が⾮常に活
発で、全世界的に新型コロナウイルスが流⾏する前と⽐較して、個⼈で⾃動⾞を持つと
いう需要が増えてきているというのが実感です。
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無線システム事業です。
こちらも新型コロナウイルス感染症の影響を⼀部受けており、政府系のパブリックセーフテ
ィ市場は⾮常に堅調ですが、ビジネスインダストリー市場は企業⾃体の景気、先⾏きが
⾒えないということで発注がストップしているところもあります。しかし徐々に回復傾向となっ
ており、受注残⾃体は⾮常に増えてきていますので、1〜2年の⻑いスパンで⾒れば回復
してくると考えています。
今期の後半から来期に向けては、パブリックセーフティ市場、ビジネスインダストリー市場と
もに堅調に推移していくと⾒ています。
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業務⽤システム事業です。
こちらは正直少し苦戦をしているという状況ですが、良い事例としては横浜市役所の新
庁舎へ当社の⾮常⽤放送設備も導⼊いたしました。またウィズコロナ、アフターコロナを⾒
据えた商品ということで、先般新聞などでも取り上げていただきました監視カメラを活⽤し
た検温システム（11⽉11⽇広報発表）や、今回は控えさせていただきましたが、密に
ならないような⼈数カウントシステムなども提案させていただき、問い合わせや引き合いを
⾮常に多くいただいています。現時点ではなかなか受注、その先の出荷までは結び付い
ていない状況ですが、こうした傾向は来年度以降も続くと思いますので、引き続き受注活
動を活発に⾏っていきたいと考えています。ヘルスケア領域です。この2〜3年、投資をし
ながら様々な事業展開を進めています。実際に実績として業績に貢献してくるのは少し
先という説明をしてきましたが、直近のホットな話題はシスメックスさんとの協業です。合弁
会社も設⽴して開発を進めていますが、共同開発している⼩型の免疫測定装置につい
て、開発を完了しまして、今は医療機器としての認可を取る段階まで来ています。また、
この装置を使⽤したコロナの検査につきましても、シスメックスさん中⼼に抗原検査の認
可を取るということで動いていますので、何とか早く商品化をして、こういったコロナ対策、パ
ンデミック対策を進めていきたいと考えています。
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メディア事業です。
BtoB向けはかなり苦戦していますが、BtoC向けは⾮常に堅調です。昨年発売しました
ポータブル電源は、今年に⼊り容量をアップした上位モデル、それからソーラーパネルも発
売しましたが、⾮常に堅調でこの9⽉にも⼤きく伸⻑しています。また、当上期に販売を
開始しました「エクソフィールド・シアター」というヘッドホンを使ったホームシアターシステムで
すが、海外での受賞もあり、国内、海外とも⾮常に評判が良く、好調に推移しています。
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その他分野のDXビジネスです。
⾮常に好調なDXビジネスですが、⾜元は勿論固めながら、本年9⽉14⽇に広報発表
した、通信型ドライブレコーダー活⽤したテレマティクスサービスによる新規案件の獲得など
、もの売りだけではないサービスを含めた事業を拡⼤していきたいと考えています。右側の
グラフにあるとおり、将来的にはさらに⼤きく事業を拡⼤していきたいと考えています。

以上で説明を終わります。
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